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１ 趣旨 

福井市上下水道局では、「安定したサービスの提供」、「お客様へのさらなるサービス向上」、「経

営基盤の強化に対する貢献」を目的に水道料金、簡易水道料金、下水道使用料、集落排水処理施

設使用料及び公共浄化槽使用料（以下、「水道料金等」という。）の賦課、徴収及びこれに附帯す

る業務（以下、「業務」という。）を行う上で、令和７～１１年度の受託事業者（以下「受託者」と

いう。）を公募型プロポーザル方式により選定するために必要な事項を定める。 

 

２ 業務概要 

（１）業 務 名 

福井市水道料金等徴収業務 

（２）業務内容 

「福井市水道料金等徴収業務仕様書」のとおり 

（３）業務実施場所 

「福井市水道料金等徴収業務仕様書」のとおり 

（４）業務期間 

令和７年４月１日から令和１２年３月３１日まで 

（５）見積書による提案価格の上限額 

１,０５６,０００,０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

（内訳） 

年度別委託料の上限額 

令和 ７ 年度 ２１１,２００,０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

令和 ８ 年度 ２１１,２００,０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

令和 ９ 年度 ２１１,２００,０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

令和１０年度 ２１１,２００,０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

令和１１年度 ２１１,２００,０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

※本業務にかかる参考見積書の金額が上記の上限額を超過した場合は失格とする。 

 

３ 参加資格 

本業務のプロポーザルに参加できる者は、次に掲げる要件を満たす者とする。 

（１）福井市一般業務の委託に係る競争入札参加資格等に関する要綱（平成１１年１２月２０日

施行）の規定に基づき、福井市の競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名簿」という。）に

登録されている者であること。 

（２）福井市物品調達等契約に係る指名停止等措置要領（平成１４年４月１日施行）による指名

停止又は指名除外を受けている者でないこと。 

（３）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該当しない

者であること。 

（４）破産法（平成１６年法律第７５号）の規定により破産の申立てがなされていないこと。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てをしている者（更

生手続開始の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）

に基づく再生手続開始の申立てをしている者（再生手続開始の決定を受けている者を除く。）
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でないこと。 

（６）役員（役員として登記又は届出はされていないが事実上経営に参画している者を含む。以

下この号において同じ。）が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律

（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下この号において同

じ。）でないこと又は役員が暴力団（同条第２号に規定する暴力団をいう。）若しくは暴力団

員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者でないこと。 

（７）参加申込をする時点において、当該プロポーザルに参加しようとする他の者との間に、次

のいずれかに該当する資本的関係又は人的関係がない者であること。 

ア 親会社（会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第４号の親会社をいう。以下同

じ。）と子会社（同条第３号の子会社をいう。以下同じ。）の関係（個人事業主又は会社

の役員が他の会社の議決権総数の過半数を所有する場合における、当該個人事業主又は

当該役員に係る会社との関係を含む。） 

イ 親会社（個人事業主又は会社の役員が議決権総数の過半数を所有する場合における、

当該個人事業主又は当該役員に係る会社との関係を含む。）を同じくする子会社同士の関

係 

ウ 一方の会社の役員（個人事業主を含む。）が他方の会社の役員を現に兼ねている関係 

エ 一方の会社の役員（個人事業主を含む。）が他方の会社の管財人（会社更生法第６７条

第１項又は民事再生法第６４条第２項の規定により選任された管財人をいう。）を現に兼

ねている関係 

（８）情報セキュリティマネジメントシステムの国際規格（ＩＳＯ／ＩＥＣ２７００１）の認証

を取得していること。 

（９）共同企業体で参加する場合は、次に掲げる条件をすべて満たすこと。 

ア 共同企業体の構成員は２社又は３社とすること。 

イ 結成方法は、自主結成とすること。 

ウ 出資割合は、代表者の出資割合を最大として、最小の構成員の出資割合は、構成員２社

の場合は４０％、３社の場合は３０％を下回らないこと。 

エ 共同企業体のすべての構成員は、上記（１）から（８）までの条件を満たすものである

こと。ただし、（８）については、すべての構成員が認証を取得していなくても、取得し

ている構成員の認証内容を委託業務全体に適用させる場合に限る。 

オ 共同企業体の構成員は、業務委託において当該企業体が負担する債務の履行に関し、連

帯して責任を負うこと。 

カ 共同企業体の構成員は、単独又は他の共同企業体の構成員として本プロポーザルに参加

していないこと。 
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４ スケジュール 

プロポーザルのスケジュールは以下のとおりとする。 

内   容 日   程 

参加募集の公告 令和６年７月３０日（火） 

「プロポーザル参加申込書」の提出期限 
令和６年８月２６日（月） 

午後３時必着 

「プロポーザル参加資格審査結果通知」発送 令和６年８月３０日（金） 

「プロポーザルに関する質問書」の受付期限 
令和６年９月１０日（火） 

午後３時必着 

「プロポーザルに関する質問書」への回答発送 令和６年９月１７日（火） 

「業務提案書」及び「参考見積書」の提出期限 
令和６年９月３０日（月） 

午後３時必着 

第１次審査（書類審査） 令和６年１０月７日（月）（予定） 

第１次審査結果通知 兼 

プレゼンテーション及びヒアリングの実施案内 
令和６年１０月中旬 

第２次審査 

（プレゼンテーション及びヒアリングの実施） 
令和６年１０月２３日（水） 

選定結果の通知 令和６年１０月下旬 

契約締結、業務引継開始 令和６年１１月上旬（予定） 

委託業務開始 令和７年４月１日（火） 

※公募時点での予定であり、応募の状況等によって変更する場合がある。 

 

５ 参加申込 

本プロポーザルに参加しようとする者は、別に定める「プロポーザル参加申込書（様式第１

号）」に必要書類を添付の上、提出期限までに提出すること。提出書類の様式は、福井市公式ホ

ームページからダウンロードすること。 

※福井市公式ホームページＵＲＬ https://www.city.fukui.lg.jp/zigyosha/keiyaku/p070571.html 

（１）参加資格審査にかかる提出書類 

ア 会社概要書（様式第２号） 

イ 商業登記簿謄本（履歴事項全部証明書）※参加募集の公告日以降に交付されたもの 

ウ 直近２か年の各会計年度における決算関係書類 

貸借対照表、損益計算書 

エ 労働関係法令に基づく各種規則や協定の整備状況が確認できるもの 

オ 情報セキュリティマネジメントシステムの国際規格（ＩＳＯ／ＩＥＴ２７００１）の認

証取得を証する書類の写し 
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（２）共同企業体で参加する場合 

ア すべての構成員についての上記（１）ア～オの書類 

イ 委託業務共同企業体協定書 

（３）提出期限 

令和６年８月２６日（月）午後３時必着 

内容等に不備があるもの及び提出期限に遅れたものは受理しない。また、郵便事故等によ

り参加申込書等が提出先に到着しなかったことに対する異議を申し立てることはできない。 

（４）提 出 先 

福井市上下水道局 経営部 上下水道サービス課（福井市大手３丁目１３番１号） 

（５）提出方法 

持参又は郵送により提出すること。郵送により提出する場合は、受け取り日時及び配達さ

れたことが証明できる方法とすること。 

（６）参加資格審査結果の通知 

令和６年８月３０日（金） 

参加申込事業者に対し、参加資格審査の結果を電子メール及び書面で通知する。 

（７）参加辞退期限 

令和６年９月３０日（月）午後３時必着 

参加申込書提出以降に参加を辞退する場合は、「プロポーザル参加辞退届（様式第３号）」

を持参又は郵送により提出すること。 

 

６ 質問の受付及び回答 

受託者選定に係る質問を行う場合は、次のとおり質問書を提出すること。 

なお、質問は参加申込書の提出を終えている者から提出された場合に限り受け付ける。 

（１）質問方法 

「プロポーザルに関する質問書（第４号様式）」に必要事項を記入し、電子メールに添付し

て提出すること。 

なお、電話での質問は受け付けない。 

電子メールの標題は「【参加申込事業者名】受託者選定に係る質問」とすること。 

（２）提出先メールアドレス 

wgservice@city.fukui.lg.jp 

（３）提出期間 

令和６年７月３０日（火）から令和６年９月１０日（火）午後３時（必着）まで 

（４）回 答 日 

令和６年９月１７日（火） 

（５）回答方法 

質問者から送信された電子メールアドレスに、回答書を添付して返信する。 

なお、質問に回答することで、受託者選定の公平性を損なうと判断した場合又は質問者が

参加資格を有していない場合は、質問に対する回答を行わない。 

（６）質問及び回答の公表 

すべての質問及び質問に対する回答は、福井市ホームページで公表する。なお、質問者名
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は公表しない。 

 

７ 業務提案書等の提出 

プロポーザルへの参加事業者は、次のとおり提案書及び見積書を提出すること。 

（１）提出書類及び提出部数 

№ 提出書類 様式 添付書類 提出部数 

① 業務提案書 様式第５号 ― 
正本１部、 

副本６部 

② 業務実績調書 様式第６号 
業務受託を証する契約書

の写し 

正本１部、 

副本６部 

③ 参考見積書 様式第７号 参考見積内訳書 
正本１部、 

副本６部 

④ 
プレゼンテーション及び

ヒアリング出席者報告書 
様式第８号 ― 正本１部 

（２）提出期限 

令和６年９月３０日（月）午後３時（必着） 

内容等に不備があるもの及び提出期限に遅れたものは受理しない。また、郵便事故等によ

り参加申込書等が提出先に到着しなかったことに対する異議を申し立てることはできない。 

（３）提出方法 

持参又は郵送によること。電子記憶媒体での提出は認めない。なお、郵送で提出する場合

は、受け取り日時及び配達されたことが証明できる方法とすること。 

（４）提出場所 

福井市上下水道局 経営部 上下水道サービス課（福井市大手３丁目１３番１号） 

（５）提出に関する留意事項 

ア 業務提案書は、別添の「福井市水道料金等徴収業務仕様書」の仕様を満たすための方法

を具体的に記載すること。 

イ 業務提案書及び参考見積書の根拠となる業務の量は、別添の「福井市上下水道の現況」

に示す事業規模を参考に、参加事業者が推計して算出すること。 

ウ 書類は原則としてＡ４縦型とし、文章は横書きとする。 

エ 業務提案書は、全体で５０頁程度とする。 

オ 業務提案書を表紙として、目次及び頁番号（提案書の各頁の下中央）を記入すること。 

カ 参考見積書には、事業者名、代表者名、所在地を明記し、代表者印を押すこと。 

キ 提出書類各種原本には事業者名を記載し、各種副本６部には事業者名を記載しないこと。 

 

８ 業務提案書等の内容 

業務提案書等は、次の項目について作成すること。 

（１）会社概要 

評価の着眼点 
・会社の規模、経営状態を総合的に判断し、将来にわたり安定して委託

業務を履行し得る経営基盤があるか。 
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（２）地域貢献 

評価の着眼点 
・福井市内に本社、支社又は営業所等を置くことや、従業員の地元雇用

などにより地域の経済、雇用への貢献ができるか。 

（３）業務体制 

ア 業務体制及び業務従事者の確保に関する考え方 

評価の着眼点 

・責任を持って業務を履行できる能力と立場にある人員の配置ができ

るか。また、指揮命令系統と責任体制が明確になっているか。 

・各業務の履行に必要な人員が確保され、適切に配置ができるか（事業

従事者の欠員に対する対応も含む）。 

イ 研修体制 

評価の着眼点 ・委託業務を履行する上で必要な研修を実施することができるか。 

（４）業務履行計画 

次の各業務における手法と人員配置をどのようにするか、苦情や不当要求等にどのように

対応するかについて記載すること。また、各業務において、業務の改善、効率化について提

案があれば併せて記載すること。 

ア 受付業務に関する考え方と企画・技術提案 

評価の着眼点 

・電話受付、窓口での料金収納、開閉栓受付業務等について、専門的知

識、経験を持つ人員の配置ができるか。 

・事故、苦情処理等に迅速に対応するための具体的な対策を講じている

か（苦情対応マニュアル等が整備されているか）。 

・水道の使用開始や休止等についてインターネットによる受付の運用

をどのように行うか。 

イ 検針業務に関する考え方と企画・技術提案 

評価の着眼点 
・検針員の配置計画と管理業務をどのように行うか。 

・検針量異常に対してどのような対策を講じているか。 

ウ 調定及び更正業務に関する考え方と企画・技術提案 

評価の着眼点 

・調定及び更正について、専門的知識、経験を持つ人員の配置ができる

か。 

・確実に定時調定が行えるスケジュールは示されているか。 

エ 収納業務に関する考え方と企画・技術提案 

評価の着眼点 

・収納業務について、専門的知識、経験を持つ人員の配置ができるか。 

・適正な現金の収受及び管理方法についてどのような対策を講じてい

るか（現金紛失などの事故対応も含む）。 

・口座振替やキャッシュレス決済を促進するための方策を講じている

か。 
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オ 滞納整理業務及び供給停止業務に関する考え方と企画・技術提案 

評価の着眼点 

・滞納整理業務及び供給停止業務について、専門的知識、経験を持つ人

員の配置ができるか。 

・具体的な滞納整理方策を講じているか。 

・滞納者の実情に配慮しながら確実に滞納額を削減するための方策は

あるか。 

・目標収納率達成に向けた具体的な取組はあるか。 

カ データ入力に関する考え方と企画・技術提案 

評価の着眼点 
・データ入力のチェック方法や入力ミス等の防止と発生時の対策を講

じているか。 

（５）個人情報保護及び危機管理 

次の各業務における手法と人員配置をどのようにするかについて記載すること。また、各

業務において、業務の改善等について提案があれば併せて記載すること。 

ア 個人情報保護に関する考え方と企画・技術提案 

評価の着眼点 

・個人情報の漏洩防止に向けた適切な管理方策が講じられているか。 

・事故、盗難等による個人情報流出等の緊急事態に対して、適切かつ

迅速に対応できるか。 

イ 災害及び緊急時対策等危機管理に関する考え方と企画・技術提案 

評価の着眼点 

・地震、風水害及び火災等の災害に備え、十分な防災対策を講じると

共に、災害が発生した場合を想定した人員体制の構築及び業務継続

計画が作成されているか。 

（６）その他 

評価の着眼点 

・業務の効率化やサービス向上の実現に直結する実現可能で具体的な

企画・提案があるか。 

・業務履行に附帯し、市民福祉の向上に資する企画・提案があるか。 

（７）業務実績（過去３年間） 

評価の着眼点 ・委託業務と類似した受託実績を、どの程度有しているか。 

（８）参考見積書 

評価の着眼点 

・算出根拠が明確に示されているか。 

・提案内容に対して見積額は妥当か。 

・経費節減効果が示されているか。 

 

９ 審査方法 

プロポーザルの審査は以下のとおりとする。なお、審査は公平性を図るため、提案者名を伏せ

て実施するものとする。 

(１) 第１次審査（書類審査） 

ア 実施日時   

令和６年１０月７日（月）（予定） 
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イ 実施方法 

提出された提案書等を「１０ 審査基準」に基づき審査し、上位５者を選定する。 

ただし、プロポーザルの提案者が５者以下の場合は、第１次審査を省略し、第２次審査に

おいて提出書類審査、プレゼンテーション及びヒアリングによる審査を実施するものとする。 

ウ 審査結果の通知 

令和６年１０月中旬に審査の結果及び第２次審査の実施日時を電子メールにより通知する。

（通知は第２次審査対象者のみ） 

（２）第２次審査（プレゼンテーション及びヒアリングによる最終審査） 

第１次審査により選定された者に対して、業務提案についてのプレゼンテーション及びヒ

アリングを以下のとおり実施し、「１０ 審査基準」に基づき再評価し、評価の高い順に受託

候補者及び次点候補者を決定する。 

ア 実施日時 

令和６年１０月２３日（水）福井市上下水道局が指定する時間 

イ 会  場 

福井市上下水道局庁舎 ３階 ３０１会議室（福井市大手３丁目１３番１号） 

ウ 参加人数 

１事業者につき３名まで参加可能とする。 

エ 時  間 

１事業者につき６０分程度 

（プレゼンテーション４０分以内、ヒアリング２０分程度） 

オ 審 査 順 

業務提案書受付順の逆順とする。 

カ 機 材 等 

スクリーン、プロジェクター、ＨＤＭＩケーブルは福井市上下水道局で用意する。プレ

ゼンテーションで使用するパソコン等の機器については提案者側で用意すること。 

キ 審査結果の通知 

令和６年１０月下旬に電子メールにより通知する。 

 

10 審査基準 

プロポーザルの審査基準は以下のとおりとする。 

(１) 選考方法 

ア 第１次審査（書類審査） 

プロポーザルの提案者が５者を超えた場合、審査委員（５名）が「(２)審査項目及び配点」

で示す審査基準に基づき評価した点数の合計を基に上位５者を選考する。 

なお、評価点数の合計が総配点の６０％に満たない者は、上位５者であっても第２次審査

に進むことはできない。 

イ 第２次審査（プレゼンテーション及びヒアリングによる最終審査） 

(ｱ) 審査委員（５名）は、「(２)審査項目及び配点」で示す審査項目に基づき評価項目ごとに評

価及び採点を行い、総得点が最も高い参加事業者を受託候補者とする。 

なお、総得点が総配点の６０％に満たない事業者は、上記の規定にかかわらず受託候補者
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としない。参加事業者が１者のみの場合や、以下の(ｲ)に規定する次点者についても同様とす

る。 

(ｲ) 最高得点の参加事業者が２者以上ある場合は、当該参加事業者の「参考見積書」の見積額

が低い方を第１順位とし、さらに同点の場合は審査項目の「業務履行計画」の得点が高い方、

次いで「業務体制」の得点が高い方の順で上位とする。 

（２）審査項目及び配点 

提出書類審査、プレゼンテーション及びヒアリングによる審査は、提案者ごとに以下の審

査項目及び「８ 業務提案書等の内容」に示す「評価の着眼点」に基づき、５段階評価で評

価点数を付す。なお、配点（２００満点）は、以下のとおりとする。 

審査項目 配点 

(1)会社概要 会社概要及び財務状況 １０点 

(2)地域貢献 地域経済等への貢献 １５点 

(3)業務体制 
ｱ 業務体制及び業務従事者の確保に関する考え方 １５点 

ｲ 研修体制 ５点 

(4)業務履行計画 

ｱ 受付業務に関する考え方と企画・技術提案 １５点 

ｲ 検針業務に関する考え方と企画・技術提案 １５点 

ｳ 調定及び更正業務に関する考え方と企画・技術提案 １５点 

ｴ 収納業務に関する考え方と企画・技術提案 １５点 

ｵ 滞納整理業務及び供給停止業務に関する考え方と企

画・技術提案 
１５点 

ｶ データ入力に関する考え方と企画・技術提案 １０点 

(5)個人情報保護及

び危機管理 

ｱ 個人情報保護に関する考え方と企画・技術提案 １５点 

ｲ 災害及び緊急時対策等危機管理に関する考え方と企

画・技術提案 
１５点 

(6)その他 その他業務履行に附帯する企画・技術提案 １０点 

(7)業務実績 業務実績及び成果 １０点 

(8)見積額の妥当性 参考見積書及び内訳書の妥当性 ２０点 

合  計 ２００点 

 

11 失格事項 

次のいずれかの事由に該当した場合は、その者を失格とする。 

（１）参加資格要件を満たしていない場合 

（２）提出書類に虚偽の記載があった場合 

（３）実施要領等で示された、提出期日、提出場所、提出方法、書類作成上の留意事項等の条件

に適合しない書類の提出があった場合 

（４）審査結果に影響を与えるような不誠実な行為を行った場合 

（５）参考見積書の金額が、見積限度額を超過した場合 
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12 選定結果 

（１）選定結果の通知 

選定結果は、結果通知書（第９号様式）を送付し、通知する。 

（２）選定結果の公表 

選定結果は福井市ホームページで公表する。落選した事業者の事業者名は公表しない。 

（３）選定結果に対する質問 

選定結果に対する質問がある場合は、選定結果を公表した日から７日間以内に書面により

提出すること。なお、質問は落選した参加事業者のみ認める。 

 

13 業務委託契約 

受託候補者決定後、随意契約に係る協議を行い、協議が整い次第速やかに随意契約の手続き

を行うものとする。なお、その際には受託候補者は改めて見積書を提出するものとする。 

また、受託候補者が契約を締結できない何らかの事由が発生した場合又は協議が整わない場

合には、次点候補者と当該業務委託契約について交渉を行う。 

 

14 その他の留意事項 

（１）提出期限以降における書類の追加、差し替え及び再提出は認めない。 

（２）提出書類に虚偽の記載をした場合は、提出書類を無効とする。 

（３）提出書類は返却しない。 

（４）プロポーザルに必要な費用は、すべて参加事業者の負担とする。 

（５）提出書類は当該プロポーザルの実施以外の目的では使用しない。また、福井市上下水道局

が配布する資料等は、応募に係る検討以外の目的で使用することを禁止する。 

（６）当該プロポーザルの実施に関する情報については、随時、福井市公式ホームページに掲載

する。 

（７）福井市情報公開条例に基づく開示請求があった場合は、原則として開示の対象となる。た

だし、業務提案者が事業を営む上で正当な利益を害すると認められる情報は不開示とする場

合がある。なお、当該プロポーザルの受託候補者決定前において、決定に影響が出る恐れが

ある情報については決定後の開示とする。 

15 書類提出場所及び問い合わせ先 

福井市上下水道局 経営部 上下水道サービス課 

〒９１０-８５２２ 福井市大手３丁目１３番１号 

ＴＥＬ ０７７６-２０-５６３２／ＦＡＸ ０７７６-２０-５６３７ 

E-mail：wgservice@city.fukui.lg.jp  


